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社会福祉法人羽陽の里事故発生防止のための指針
制定：令和2年10月1日
１　施設における介護事故の防止に関する基本的な考え方

当施設は、利用者（以下、当法人が経営する事業所の入居者や利用者を「利用者」とします。）の立場に立って個々のニーズに応じたサービスを提供し、利用者やご家族の皆様から安心と納得が得られ、地域からも信頼される施設づくりを目指します。
サービスの提供にあたって、「人間としての尊厳を冒し、安心や安全を阻害しており、提供するサービスに悪い影響を与えるもの」をリスクとして捉え、より質の高いサービスを提供することを目標に、介護事故の防止に努めます。
そのために、必要な体制を整備するとともに、組織全体で介護事故の防止に取り組みます。
2　当施設の強化目標
当施設では、感染症及び介護事故等の未然防止とリスク管理を強化します。
（1）職場内研修で感染症や事故防止等について取り組むほか、リスク管理委員会でヒヤリハットや事故事例を検討し対策を講じるとともに、職員間で情報の共有化を図り事故等の削減を目指します。
（2）感染症対策では、特にインフルエンザ・ノロウイルス及び新型コロナウイルス等の予防対策、事故防止では、誤薬防止と骨折等の事故防止対策を特に強化します。

3　介護事故防止のための委員会その他施設内の組織

　　　介護事故発生の防止等に取り組むにあたって「リスク管理委員会」を設置します。
　　　また、多職種協働によるアセスメントを実施し利用者個々の状況を把握し、事故につながる要因を検討し、事故防止に向けた介護サービス計画を作成、実施、評価するなど、リスクマネジメントを重視し事故防止に努めます。
（1）委員会設置の目的

施設内での介護事故を未然に防止し、安全かつ適切で質の高いケアを提供する体制を整備します。万が一事故が発生した場合は、最善の処置、対応を行い、施設全体で取り組むことを目的とします。
　（2）委員会の構成
　　　　　施設長、管理者（居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護）、生活相談員、介護支援専門員、機能訓練指導員、看護職員、ユニットリーダー及び事務職員で構成します。
　（３）委員会の開催

　　　　　定例会議（月１回開催）、及び事故発生時等必要な時は随時開催
　（４）委員会の役割

　　　　  ア 事故防止マニュアル、ヒヤリハット及び事故報告書等の見直し・整備
　　　　　イ ヒヤリハット及び事故報告の分析と改善策の検討

　　　　　ウ 改善策の周知徹底と情報の共有化に関すること
　　　　　エ 身体拘束並びに虐待防止及び権利擁護等に関する啓発
　　　　　オ 事故防止やサービスの質の向上に関する職場内研修の企画・実施
４　介護事故発生防止における施設内での各職種の役割
　　【施設長】
　　　（1）事故発生予防のための総括管理、リスク管理委員会の総括責任者
　　【医　師】
　　　（１）診断、処置方法の指示及び協力病院等との連携

　　【管理者】

　　　（１）事故発生予防のための責任者、職員への事故防止の啓発・指導
　　【看護職員】
　　　（１）嘱託医・協力病院等との連携
　　　（２）施設における医療的行為の範囲についての整備
（３）介護事故・ヒヤリハット事例の収集、分析、再発防止の検討
　　　（４）処置への対応

　　　（５）介護事故対応マニュアルの整備・見直し（連絡方法含む）
（６）関係職員との連携及びリスク管理に関する職場内研修や啓発活動の実施
　　【相談員・介護支援専門員・機能訓練指導員】（安全対策担当者）
　　　（１）介護事故の防止に関する事例の収集・分析、再発防止の検討
　　　（２）利用者のアセスメントに基づく施設サービス計画の評価・点検
　　　（３）緊急連絡体制の整備（施設内、家族等、行政）
　　　（４）報告システムの整備・見直し（事故報告とヒヤリハット）
　　　（５）再発防止策の周知徹底
　　　（６）職員研修及び職場内研修の企画・実施
　　　（７）家族、行政機関、その他関係機関等への報告・対応
　【管理栄養士】
　　　（１）食品管理・衛生管理体制の整備と管理指導
　　　（２）食中毒予防の教育と指導の徹底
　　　（３）緊急連絡体制の整備（委託業者・保健所及び行政機関）
　　【介護職員】
　　　（１）介護サービス場面に応じた事故防止・感染症対策の徹底
　　　（２）利用者の疾病、障がい等による行動特性を把握した対応

　　　（３）利用者個々の心身状況を把握しアセスメント及びケアプランに沿ったケアの実施
　　　（４）多職種協働のケアの実施と記録の整備
　　【事務職員】
　　　（１）施設内の環境整備と備品等整備
　　　（２）職員への安全運転教育
５　介護事故防止のための職員研修

　　　介護事故発生の防止等に取り組むにあたって、リスク管理委員会を中心として、介護事故発生防止に関する職員への教育・研修を定期的に行います。
（１）定期的な研修（年２回以上：事故防止、感染症等予防・身体拘束防止など）

（２）新任者に対する事故発生防止や感染症予防等の研修（重点目標・事業計画）
　（３）フロア会議及びユニット会議等で利用者個々の状況に関する研修、情報の共有化
　（４）個々のサービス担当者会議での多職種連携・情報の共有化
　（５）実習生やボランティア等来訪者への事故防止の指導・周知
６　介護事故等の報告方法及び介護に係る安全の確保を目的とした改善の方策

（1）報告システムの確立
　　ア　情報収集のため、ヒヤリハット報告書や事故報告書を関係職員が記載し、通常の場合は、施設内決裁ルートを通し報告するほか、緊急を要する報告は、リーダー等が直接管理運営責任者（施設長）に報告します。
　　イ　報告された情報は、分析・検討を行い、施設内で共有化し再発防止のための対策を立てる為に用いるものであり、報告者個人の責任追及のためには用いません。
ウ　特にヒヤリハット報告書は、業務遂行上の事故につながりうる体験・経験であり多くの職員が情報を共有化すると、事故防止上貴重な財産となるため、気づいたことはためらわず報告することを推奨します。
（２）事故要因の分析
　　ア　集められた情報を基に、分析・要因の検証、改善策の立案を事故レベルに沿ってユニットレベルから関係職員での協議レベル、リスク管理委員会での緊急協議などを行います。
　　イ　事故に至った要因や原因を把握し、改善のための対策を立案・実施し、その評価を行うなどPDCAサイクルによって活用し事故防止に繋げるよう努めます。
　　ウ　危険予知や他施設の事例等を参考にしながら職員研修等を実施することにより、リスクの回避や軽減に努めます。
（３）改善策の周知徹底

　　　　　ヒヤリハット報告書や事故報告書は、事務室、医務及び各ユニットに配布し情報の共有化と改善策の周知等に努め、各現場での貴重な事例として活用します。
７　介護事故発生時の対応に関する基本指針

　　　介護事故発生時は、当施設が定める「事故対策マニュアル」・「食中毒対策マニュアル」・他、服薬や各種感染症ごとのマニュアル等に基づき対応するとともに、下記により速やかに対応します。
特に緊急時や夜間時は「緊急時・夜間時の対応フローチャート」による報告を参照するとともに、火災や災害時には、施設の緊急連絡網を活用するなど、円滑で効果的な情報伝達に努めます。
（１）当該利用者への対応
　　　　事故が発生した場合は、周囲の状況及び当該利用者の状況を判断し、当該利用者の安全確保を最優先として行動します。
　　　　関係者やご家族に速やかに連絡し必要な措置を行います。状況により救急車の要請や医療機関への受診のための措置を迅速に行います。
（２）事故状況の把握
事故の状況を把握するため、関係職員は所定の事故報告書、又は所定のヒヤリハット報告書に事実を分かりやすく記載します。
　（３）関係者への連絡・報告
　　　　　関係職員からの報告を受け、リーダー・相談員等担当責任者がご家族や行政・担当介護支援専門員等へ事故の状況を報告します。
　　　　　なお、行政庁への文書での事故報告は、山形県及び天童市が指定する様式に沿って報告します。
　（４）損害賠償
　　　　　事故の状況等により賠償等の必要性が生じた場合は、当施設が加入する損害賠償保険で対応します。
　　　　　施設長等責任者は、必要に応じ保険会社へ第1報を入れ、その後の状況・経過について報告・相談するものとします。
８　その他の災害等への対応
　（１）火災・地震・河川からの自然災害等については、避難訓練等の実施、防災研修の実施、避難・消火・通報装置等の点検、災害時の緊急時連絡網による情報伝達により対応します。

　（２）感染症や食中毒等については、当施設が定める各種対応マニュアルに沿って事故防止に努めます。
　（３）職員の不祥事、法令違反、利用者への虐待・権利侵害等については、当施設が定める職員行動基準・法令遵守指針・個人情報保護指針・身体拘束廃止に関する指針などに基づき対応するとともに、毎年度職場内研修及びフロア会議等で研修や自己啓発に努め、自助の未然防止に繋げるものとします。
９　事故防止指針の閲覧について
　　　この指針は、当施設内に掲示し、いつでも自由に閲覧することができます。

　附　則
　　この指針は、令和2年10月1日より施行する。
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